
Ⅰ 本研究の背景と目的

１．研究の背景

現在，日本の未婚率が増加している中，政府は

2009年度補正予算で「婚活」支援を初めて予算化し

た。「安心子ども基金」による「地域子育て創生事業」

502億円の中に「結婚意欲を持った若者の出会いの

場の提供や結婚相談員の配置」が含まれた 。このよ

うな政策が進められる一方で，農村地域では若い女

性の流出や嫁不足問題がますます深刻化している。

30歳以上の年齢層における農業男性の未婚者比率

は他産業（製造業，卸売・小売業飲食店，サービス

業）に比べ，30歳以上に年代で最多となっている

（表１）。このような農村男性の独身者増加に伴い，

担い手不足や高齢化が進み，農村地域では限界集落

が増えている。このような農村の結婚難を阻止し，

新規就農者を増やすために，農村地域の自治体や農

業協同組合を中心に結婚講座や外国人花嫁の導入な

ど，婚姻による新規就農を促進するための取り組み

が行われている 。婚姻により担い手となる方の多

くは，新規就農者に定義されておらず，その実数も

公表されていない。しかしながら，新規就農の一番

多いケースは婚姻による就農であると考えられ，各

地域が農業青年の結婚対策事業に力を入れている。

前述した婚姻による新規就農を促進する取り組み

として，小栗ら は岐阜県の農村を対象に，松本

は比較的小規模ながら高い効果をあげているＡ町を

事例とし，農村の結婚対策事業に関する調査を行っ

ている。しかし，このような報告例は少なく，農村

の結婚対策事業に関する実態が明らかであるとは言

えない。

２．研究の目的

本研究では，北海道の10市町村を対象に，新規就

農を促進する取り組みの一つである結婚対策事業の

現状に関して，事業を運営している自治体や農業協

同組合などに聞き取り調査を行い，これらの状況を

把握・整理することにより，農村の結婚対策事業の

現状と課題を検討することを目的とした。

なお，本研究で検討する結婚対策事業は，未婚農

業青年ならびに農業や田舎暮らしに憧れを持つ未婚

女性を対象とした事業である。本研究では同事業を

婚活主体とカップリング主体の２種類に大別した。

婚活が主体となる事業は，年齢制限を設け，結婚を

考えている参加者を少人数募集し，お見合い形式で

行われる。カップリングが主体となる事業では出会

いを求める参加者を15名～20名程度募集する。こ
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表1 男性の産業者別未婚者比率

年齢 全産業 農業 製造業

卸売・

小売業

飲食店

サービ

ス業

20-24 90.5 89.1 91.8 92.5 92.9

25-29 65.1 64.5 67.7 65.3 69.7

30-34 35.2 39.9 37.9 34.2 38.0

35-39 20.5 27.7 23.2 19.7 20.7

40-44 14.2 19.1 16.2 13.3 13.9

45-49 9.2 11.0 10.0 8.3 9.4

内藤孝至（2004) より引用



れは交流会形式であるため比較的気軽に参加でき

る。本研究ではこれら２つの事業形式についての実

態調査を行った。

Ⅱ 本研究の調査対象と方法

１．調査対象地域

調査対象地域は北海道の後志管内（２町），空知管

内（１市），石狩管内（１村），十勝管内（１市４町），

根室管内（１町）の合計10市町村とした。調査対象

者は結婚対策事業を運営している自治体や農業協同

組合とした。

２．調査項目と方法

結婚対策事業を行う各団体を訪問して聞き取り調

査を実施した。調査項目は，結婚対策事業の概要と

しては，事業形式・事業の宣伝方法・事前研修・参

加費・事業予算，事業参加者の概要としては，参加

男性の業種・参加男女の年齢・参加男性の出身地，

事業の成果と課題としては，事業の成果・事業の課

題などとした。

Ⅲ 結婚対策事業の概要

１．結婚対策事業の形式

10市町村中８市町村において少人数のお見合い

形式である婚活主体の事業が実施されていた。一方，

カップリング形式の事業は２市町村で実施され，１

市町村では両形式の事業が行われていた。全体とし

てはカップリング形式が少なく，本気で結婚したい

人が集う婚活主体の事業が多い結果となった（図

１）。

２．事業の宣伝方法

事業の宣伝には費用のかかる雑誌掲載が多く利用

されており，掲載料は５万～20万円程度であった。

しかし，参加女性のほとんどは無償である新聞掲載

記事やホームページの広告から情報を得ていた。ま

た，十勝管内では地方ラジオによる宣伝も行ってい

た（図２）。

３．参加者の事前研修

事業の成果を高めるために，キャリア教育コー

ディネーターやマリッジ・カウンセリングのコンサ

ル指導者の方を招き，参加男性に対して女性と接す

る時のマナーなどの事前研修が行われていた。研修

の主な内容は，身だしなみ，女性との接し方・話し

方，メールの仕方，結婚に関する考え方などである。

事前研修は10市町村中６市町村で行われていて，研

修への参加を必須としている団体もあった。これに

より参加男性は女性に対してある程度の知識を持っ

て事業に臨むことができる。

４．参加費

男性の参加費は，10市町村中４市町村では5,000

円以下，5,000円以上は６市町村であった。女性の参

加費は無料が１市町村，1,000円が３市町村，2,000

円が１市町村，3,000円が５市町村であった。参加費

は男性の方が女性より高かった。女性の交通費に関

しては基本的に自己負担だが，本州からの参加者に

は旅費を補助している市町村もあった。

５．事業予算

事業費には市町村と農業協同組合が共同で出費す

る場合，市町村が単独で出費する場合，参加男女の

会費のみでまかなう場合の３パターンがあった。市

町村と農業協同組合が共同で出費していたのは10

市町村中５市町村であり，平均予算は1,400［千円］

であった。４市町村では自治体が単独で出費してい

て，事業予算の平均は630［千円］であった。残りの
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図1 結婚対策事業の形式（10市町村） 図2 結婚対策事業の宣伝方法（10市町村）



１町村は参加男女の会費でまかなっており，徴収し

た会費の総額は110［千円］であった。

Ⅳ 事業参加者の概要

１．参加男性の業種

後志，空知，石狩管内の参加男性は耕種農家であ

り，十勝，根室管内の参加男性は畜産農家であった

が，一部の参加者は耕種も兼業していた。

２．参加男女の年代別割合

10市町村の調査対象事業における男性参加者の

年代別総人数（2008～2012年，同一人物が複数回参

加した場合も含む）は，20代，30代，40代の順にそ

れぞれ302人（47％），277人（44％），57人（９％）

であった。女性参加者の年代別総人数（同）は同様

にそれぞれ176人（55％），122人（38％），23人（７％）

となった。男女ともに20代の参加者が一番多く，次

に30代の参加者が多い結果であったが，その中でも

結婚を意識しはじめる25歳～35歳の男女が大半を

占めていた（図３～４）。

３．参加女性の出身地

道央圏である後志・空知・石狩管内と道東の十勝・

根室管内に分けて集計した。

⑴ 後志，空知，石狩管内で行われる事業

道央圏である後志，空知，石狩管内の事業におけ

る女性参加者の出身地別総人数は，札幌圏（札幌市，

江別市，千歳市，恵庭市，北広島市，石狩市，当別

町，新篠津村の８市町村）が158人で全体の77％を

占め，次いで札幌圏以外の道央圏出身者が40人

（19％）であった。その理由としては，事業後もお互

いが頻繁に会えるように事業者側が配慮し，札幌を

含む道央圏を中心に事業の宣伝を行っているためで

ある。逆に，道央圏以外や本州からの参加者は非常

に少なく，本州出身者も少なかった（図５）。

⑵ 十勝，根室管内で行われる事業

道東の十勝，根室管内の事業における女性参加者

の出身地別総人数は，道東が343人で全体の82％を

占め，次いで本州が51人（同12％），札幌圏と道央

圏はあわせて23人（同５％）であった。

十勝管内で行われる事業では，同管内や近隣市町

村からの参加女性が大半を占めた。根室管内では，

関東・関西方面の女性を対象とした事業宣伝を積極

的に行っていたため，本州出身の参加者が多い傾向

であった。なお，主な宣伝範囲は道東近辺のため，

道央圏や道北からの参加女性は少なかった（図６）。

Ⅴ 事業の成果と課題

１．結婚対策事業の成果

事業開催にあたり成果として求められるのは成婚

率である。これは地域によってばらつきや偏りがあ

るが，平均すると参加者の約１割がカップルとなり，

そのうちの７～８割が結婚に至っていた。人と人と

の出会いなので，この数値が低いか高いかの判断は

難しいのだが，少なくとも事業の成果が高いとは言

えない。また，ある１市町村では事業開始から５年

婚姻による新規就農を促進するための取り組み

図3 男性参加者の年代別割合

図4 女性参加者の年代別割合

図5 道央圏（後志，空知，石狩管内）の

事業における参加女性の出身地割合
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ほど経つが未だに１組もカップル成立となっておら

ず，事業者側の努力が反映されていないというのが

現状であった。

２．事業の課題

「男性が消極的である」，「女性と会話ができない」，

「女性の人数が集まらない」，「事業回数の割には成果

が低い」，この４つが10市町村の共通の課題であっ

た。その他には「事業日程が近隣市町村と重なって

しまう」，「酪農ヘルパーがとれない」，「事業後の経

過が分からない」などの課題が挙げられた（図７）。

Ⅵ 考察と今後の展望

１．結婚対策事業の現状と改善策

10市町村の結婚対策事業の調査結果から，事業回

数の割には成果が上がらず，事業後の課題も多いこ

とが分かった。また，農家＝結婚難というイメージ

が払拭できず，このままでは未婚農家が増加する可

能性が高い。そこで，本調査で明らかになった事業

の課題を参加男性側と事業者側の２種類に大別し，

改善策を考えた。

２．参加男性側の改善策

参加男性側の主な課題は「男性が消極的である」，

「女性と会話ができない」の２つである。また，聞き

取り調査の中で事業者側は，参加男性について，普

段女性と接する機会が少なく，話をするにしても母

親や農業協同組合の女性職員ぐらいであり，基本的

に恥ずかしがり屋が多いとの指摘があった。女性と

接する機会が少ない環境での生活であるため，コ

ミュニケーション不足や言葉のキャッチボールが苦

手であり，これが「消極的」，「会話ができない」と

いった課題に結びついていると考えられる。これら

の課題を改善するためにはまず１つ目として女性に

慣れ，きっかけをつくるということである（図８）。

参加男性のために行われる事前研修で学んだことを

活かし，積極的に女性と会話することで出会いの

きっかけをつくることができる。また，その時にカッ

プルになれないとしても，研修で学んだことや経験

は自分で次の女性にアプローチする際に生かされ

る。

２つ目は自分自身をアピールすることである。こ

れは自分自身の言葉で農業に対する思いや地域の良

さ説明することでその人の人柄や良さが伝わり，参

加女性に印象づけることができる。

３．事業者側の改善策

事業者側の改善策として，まず１つ目には宣伝方

法の見直しが挙げられる（図９）。調査結果では，新

聞やホームページから情報を得る参加者が多かっ

た。このため，例えばホームページには参加男性の

顔写真やプロフィールを掲載するなどの工夫をする

図7 聞き取りにより挙げられた事業の課題 図8 参加男性側の改善策
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図6 道東（十勝，根室管内）の事業

における参加女性の出身地割合



と効果的である。また，SNSなどのコミュニティ型

Webサイトを作成して情報を公開すれば，結婚した

い女性の目につきやすい宣伝効果が得られる。

２つ目としては近隣市町村合同で事業を行うこと

が挙げられる（図10）。単独で行う場合，少人数の中

から結婚相手を見つけなければならず，生涯のパー

トナーと出会える機会は限られるが，合同開催すれ

ば参加人数とともに選択肢が増え，結婚相手が見つ

かる可能性は高くなると考えられる。

３つ目としては日程調整と酪農ヘルパーの確保が

挙げられる（図11）。例として十勝管内では７月中旬

の農閑期に２～３市町村が同日に事業を開催してい

た。そこで，事業を単独で計画する際にはあらかじ

め事業側同士で日程が重複しないよう調整し，近隣

市町村で参加女性の取り合いを防ぐことが望まれ

る。また，酪農ヘルパーの予約ができず事業に参加

できなかった男性もあり非常にもったいない。この

ような機会を無駄にしないよう事業者側はヘルパー

組合と協力し，事業に参加する男性の援助を優先す

ることが重要である。以上の改善案から結婚対策事

業の成果が上がることを期待したい。

４．結婚対策事業の効果

結婚対策事業における最大の効果は子供の増加に

よって地域の施設が充実し，商業効果や税収の増加

などによって町が活性化するということである。図

12に示すように事業の成果が町の活性化サイクル

を生み出すと言っても過言ではない。農村を維持す

るためにも婚活事業などの婚姻による新規就農を促

進するための取り組みは今後も重要となる。
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